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一党優位政党制下における連立政権の解消
　　 イタリアを事例として 　　
尾　崎　敦　司
はじめに
Not long ago, the fall of Italian governments drew  
no more attention than the dropping of leaves in autumn.
The Economist, 1985年10月26日号
　本稿では，どのような条件下において選挙を経
ずして連立政権が解消されるのかという問いを，
イタリアを事例として用いて分析する。連立政権
がどのような要因によって存続，あるいは解消さ
れるかについて論じた研究は膨大にあり，これか
らこの研究市場に新たな何かを付け加えるのは一
見したところ難しい。しかし既存研究のほとんど
は下院選挙の後の連立政権の存続に着目してお
り，選挙を経ない連立政権の交代はほとんど研究
されてこなかった1。イタリアは選挙を経ない連
立政権の交代という事例を数多く提供してくれ
る。図1は戦後まもなくの1946年6月の選挙から
1992年4月の選挙までの期間における，選挙を経
ない連立相手の解消の頻度を表している。この図
において変動を特徴づけているものは，2つの点
であろう。一つは期間を通じて様々な頻度が見ら
れることであり，もう一つは時間を追うに従って
単線的に回数が増えていたり減っていたりしてい
るわけではなく，むしろそのランダムさが目立つ
という点である。この多様さを促す要因はどのよ
うなものであろうか。これが本稿の問いである。
　選挙を経ない連立の解消は反直観的である。し
かもこの反直観性は2つ考えられる。一つ目の反
直観性は既存研究の命題との齟齬から生まれる。
「政府は政策履行・政権維持を追求する」という
既存研究の大前提2 から捉えると，連立政権から
の離脱は，ある政党が政策履行・政権維持からも
たらされる効用を得る機会を自ら放擲していると
捉えることができる。なぜ連立政権の中にはこの
ように一見したところ非合理的な行動をとるもの
もいるのであろうか。どのような要因が連立に参
加している政党に政権から下ろさせるようなイン
センティヴをもたらすのであろうか。二つ目の反
直観性として，連立政権が解消されるときに生じ
るコストが挙げられる。たとえば連立を解消した
場合，次の連立協力相手が見つからない可能性が
発生する。タヴィツは，ある連立政権から離脱し
た政党は元の連立相手から裏切り者として罰せら
れる対象となり，その後の連立政権樹立過程にお
いて政権構想から除外される確率が高まると主張
している3。だとすれば，政権の座の獲得を目指
しているはずの政党がなぜそのリスクをわざわざ
犯す場合があるのか。　表1　
　戦後のいわゆる第一共和制時代 4 のイタリアで
は，一時期をのぞいて首相を輩出し続けることに
なるキリスト教民主党（Democrazia Cristiana）
を中心として，連立政権が形成されてきた。そし
てその連立政権は高い頻度で解消と形成を繰り返
し，ついには「秋の落葉と同じくらい」常態化し
てしまった。この現象に対して従来，サルトーリ
がいう「分極化した政党システム」が主要因であ
ると言われてきた。すなわち，たとえ首尾よく連
立政権を樹立したとしても，政党間のイデオロ
ギー距離が遠いと，ある政策に対する与党同士の
考え方の隔たりが大きく，結果的にある政党が政
権から降りやすくなる。この命題は国家間比較を
する際には非常に説得的である。つまり，イタリ
アでは頻繁に与党が交代している一方で，デン
マークでは安定的に次の選挙まで同じ政党が与党
を構成しているのは，政党間のイデオロギー距離
の差であるという説明である。しかし一国内にお
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ける連立政権の存続期間を説明するのは難しい。
なぜなら政党間イデオロギーは短期間にそれほど
頻繁に変化するとは考えられないからである。本
稿は，政権が自分たちの失政を隠すことで再選を
確保しようとしている，というアイデアを用いて
その問いに答えることを試みる。
　本研究は規範的にも重要であると考えられ，そ
の理由は2つある。一つ目は，「政府の責任の明
確さ（Clarity of Responsibility）5」という概念に
本研究が深くかかわるからである。責任の明確さ
の議論によれば，それが明確であればあるほど有
権者はより正確に自分たちの政府を選挙において
賞罰することが可能となり，逆にそれが曖昧にな
ればなるほど現職の政権を正確に賞罰することが
難しくなるという。選挙を経ずして連立内閣が解
消され，それによって時の政権の責任の明確さが
曖昧になるようなことがあれば，それは代議制民
主主義にとっての欠陥であるといっても決して言
いすぎではないであろう。サルトーリは母国イタ
リアを想定した「分極化した政党システム」の症
候群の一つとして次の特徴を挙げた：
分極化した政治システムでは … 中道左派政
党，中道右派政党は第二次的な政治責任だけ
を分有しようとする傾向がある。… 政府が不
安定であったり，次々とけんか好きな連合政
権が交替劇を続けたりすると，誰が何に対し
て責任があるのかわからなくなってしまう 6
（中点引用者）
　本人・代理人関係という視点から選挙という手
段を捉えると，本人である有権者が自分たちの利
益を最大化させてくれるような代理人を選択でき
て初めて真の意味での代議制が成り立つ。ところ
が，本人の手を離れたところで代理人が徒党を組
み，そして代理人集団の仲たがいによってそれが
解散してしまった場合，本人はどの代理人の実績
を評価すれば良いのであろうか。本稿では政権の
責任の明確さを曖昧にすると考えられる，選挙を
経ない連立政権の交代のメカニズムを探ること
で，代議制民主主義下における政権の責任の明確
さをどう確保するかという問題に寄与することを
試みる。
図1　選挙を経ずして連立政権の解消された回数
出典：Mershon 1996.
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　そして二つ目が政治不信にかかわる問題であ
る。もう一度サルトーリに登場してもらおう。彼
は言う：
… 生産者が罰を受けることもなくある品物を
別の名を偽って簡単に売りつけることができ
たら―たとえば，ダイヤモンドであると言っ
てガラスを売ったり，金色だといって黄色の
ペンキを売ったり，薬だといってただの水を
売ったりすることができれば―競争市場はす
ぐに解消してしまうであろう
サルトーリはこの経済市場のたとえを政治市場に
当てはめ，政治市場においても上のようにそのラ
ベルと実態の乖離が著しい，つまり政党による公
約と政権運営の実際との乖離が大きいと民心が政
治から離れ，政党を選択する場である政治市場の
解消は免れないと指摘している7。もし連立政権
が選挙を経ずして組み変わることで，連立政権参
加政党の実績が公約と異なってしまった場合，ま
た今後も選挙を経ない連立の解消が予測される場
合，有権者は次の選挙において何を信じてその一
票を投じればよいのであろうか。イタリア半島で
起こってきた度重なる連立政権の解消は，有権者
に政治に対して無関心にさせてしまったが，代議
制民主主義の理念に照らし合わせるとあまりにも
深淵な問題をはらんでいる。これらの理由が本研
究の意義である。
　本稿は次のように話がすすむ。第2節では先行
研究を紹介，批判し，続いて第3節では本稿の核
となるべき仮説の提出をする。第4節において仮
説を検証するためのデータ，モデルを提示し，結
果を報告する。そして最後の第5節で今回の分析
結果を踏まえたい上で議論を提供する。本稿にお
ける分析では，失業率は連立政権の解消を促す
が，それは次の選挙までの期間に依存するという
仮説を検証する。具体的には，次の選挙までの期
間が長ければ長いほど，失業率が悪い方向に変動
しても連立政権の解消が相対的に発生しにくくな
り，それとは反対に次の選挙までの期間が短けれ
ば短いほど，失業率が悪い方向に変動するとより
連立政権の解消が発生しやすくなる，という仮説
を検証する。
先行研究
　連立政権がどのような要因によって存続，ある
いは解消されるかについて実証的に分析した先行
研究は，主に政党属性モデルと外的ショックモデ
ルの2つに大別できる。政党属性モデルでは，政
党の持つイデオロギー，政党システムの形状など
を連立政権存続の要素として捉えている8。たと
えば，議会内有効政党数が多ければ多いほど必然
的に連立に参加しようとする政党の数が増えるこ
とになり，その結果連立政権が樹立されても，よ
り少ない数から成り立っている連立政権よりも連
立政権内の不和が発生する確率が高まり，より連
立政権の解消がおこりやすい。しかし政党属性モ
デルはすでに上で述べたように，国家間比較には
非常に説得的であるが，一国内の政権存続期間の
差を説明するのには適していない。外的ショック
モデルではその名の通り， 政権の解消は外的
ショックによってもたらされると主張している。
たとえば，ウォーウィックは政党属性の変数が連
立政権の存続に効果があることを認めつつも，そ
れでも失業率が高まると連立政権がより解消しや
すいことを実証している9。
　これらに対して連立交渉モデルでは，連立内閣
の解消は政党属性，外的ショックそれぞれ単独に
特徴づけられるものではなく，連立政権参加政党
間の交渉によってより明確に説明できると主張す
る。ルピアとストロームが指摘しているようにす
べての外的ショック，たとえばスキャンダルや社
会的事件，事故などはそのまま政権の解消につな
がるわけではない。むしろ政権の解消につながる
ような決定的なショックというのは政権側がその
ショックに対してどのような選択をするかに依存
している。外的ショックがショックとなり得るの
は，そのショックによって政権が揺らいだ時に初
めてショックとして観察されるのであって，それ
が政権の維持にとって決定的になるかどうかは彼
らの意思決定に左右されているのである10。この
点でウォーウィックの議論は経済的要因をあまり
にも素直に政権の解消と結び付けてしまっている
という点が弱点であるといえよう。というのも，
ある連立政府が経済政策に失敗したとしてもそれ
がすなわち連立政権の解消につながるとは限らな
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いからである。むしろ次回の選挙においてよい結
果をどのようにしたらおさめることができるかと
いう「戦略性」にもとづいて経済動向という外的
ショックを利用するはずだからである。本稿でも
この連立交渉モデルに基づき，どのような政治的
文脈が選挙を経ない連立政権の交代をもたらすの
かを分析する。
論理の導出
　本節において仮説を導出するための論理を提出
する。本節の目的は，誰がどのような計算をもと
に，政権の維持かあるいは連立の解消かという選
択を行うかどうかを明らかにすることである。ま
ず始めに政権与党が何を目指して行動しているか
について，その像を設定する。次にその前提から
導き出された論理が適用される事例の政治的文脈
を見いだし，その文脈の中では理論がどのような
予測の方向を示すかについて論じる。
推論のための想定および政治的文脈
　本稿において設定する想定は二つあり，一つは
分析対象とするプレイヤーが何を望んでいるかと
いう点であり，もう一つはそのプレイヤーが最大
化させようと望んでいるものから得られる効用が
どのように変化するかという点である。その一つ
目として，連立政権参加政党は自分の政党にとっ
て好ましい政策の実現と政権の維持を望み，それ
を最大化させようと欲する存在であると仮定す
る。本稿における二つ目の仮定はディアマイアと
スティーヴンソンの分析でも仮定されているよう
に，次回選挙までの期日が近づけば近づくほど政
策を実現することから得られる効用は下がってく
るという想定である11。自党にとって好ましい政
策を実現しようとする政党にとって，国会会期時
間がより長くなればなるほど政策実現の機会が増
すこと表し，その逆に選挙までの時間が迫ってく
るほど，新たな政策を通過させる機会が失われた
り，あるいは選挙に向けての準備などにおわれる
ことを意味する。またある法案が提出されてから
それが委員会の付託にかけられ本会議において採
決されるまでの時間を考慮すると，時間が短けれ
ば短いほど法案が成立しない確率が高くなり，そ
れに伴って法案成立から得られる政策実現の期待
効用も低くなると考えられる12。
　考慮すべき要素はこれだけではない。比較政治
学において理論はもちろん重要であるが，同時に
理論がどのような政治的文脈によってどのように
適用されるべきかを見定めなければならない。本
分析の対象期間においてイタリア政治を特徴づけ
ていたものは，一党優位政党制である。一党優位
政党制下では，常に政権に参加する大政党とその
大政党と連立交渉をすすめる小政党というモデル
がまず見いだされる。この政治的文脈における大
政党の連立解消における選択肢は｛小政党の退出
を引き留める，引き留めない｝である。一党優位
政党制下では，大政党には連立政権から自ら離脱
するという選択肢はない。なぜなら，離脱した場
合に失われる政策実現による利得があまりにも大
きいからである。それに対して小政党の選択肢は
｛退出する，しない｝である。
推論
　以上の想定を踏まえた上で本稿で取り組むべき
は，どのような条件下において連立政権参加政党
は政策の実現と政権の維持を求め，どのような条
件下でそれらを放棄してもかまわないと思うのか
を描き出すことである。そのためにまず政策実現
から得られる効用がどのような条件下で変化する
かをみてみよう。上の想定において次回選挙まで
の時間が短くなればなるほど政策実現から得られ
る期待効用が減少すると述べた。この前提から
「選挙が近くなればなるほど連立の解消が相対的
に起こりやすい」という仮説が導出されそうであ
る。なぜなら，選挙が近くなり政策実現から得ら
れる期待効用が低下するのであれば，小政党に
とっては政策を実現するために政権に居続けよう
とするインセンティヴが低下すると考えられるか
らである。しかし，この命題についてはそれが成
り立つ場合と成り立たない場合とにさらに分けら
れ，それを条件づける要素が政権のそれまでの実
績である。
　選挙が近い時とまだ先の時とで，政府業績の悪
化という要因が，連立政権参加政党の戦略をどの
ように変化させるのかをみてみよう。最初に選挙
が近い場合であるが，この条件下では政府業績が
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悪化すると与党は連立政権の解消を好むと予測で
きる。その理由として二つ挙げられる。一つ目
は，選挙までの時間が短くなればなるほど，政策
達成から得られる期待効用は低下していく。よっ
て政策を実現するという戦略によって業績を誇示
するよりも，いかに自分たちの失政を隠すかがよ
り好ましい選択となる。よって，連立政権を解消
させることで罰せられる対象を曖昧にする戦略が
もっとも期待効用が高くなると考えられる。小政
党は連立政権からの退出をより好む。小政党の連
立政権解消の申し出を却下するインセンティヴは
大政党にはなく，結果として連立政権の解消が観
察される。次に業績が悪化したものの，選挙がま
だ先である場合について考察しよう。このとき
は，連立政権参加政党は連立政権の解消よりも政
権の維持をより好むと考えられる。たとえ業績が
良くないとしても，政策実現から得られる期待効
用がまだ高い時期においては，政権の維持を選択
しより多くの政策を通過させるという戦略のほう
が連立参加政党にとって好ましいはずである。小
政党はそもそも連立政権の解消を申し出ないの
で，連立政権の解消が観察されない。以上の推論
をまとめると次の仮説が導かれる：
仮説：選挙が近くなればなるほど政府業績の悪化
が連立政権の解消に与える効果が大きくなる
以上の仮説を次の節で検証する。
データ
　本論では，連立政権の解消という事象を選挙期 
t とその一つ前の選挙期 t-1 の間に，与党を担う
政党が少なくとも一つが退出すること，と定義す
る。用いるデータは1946年から1992年までのイ
タリアの歴代内閣である。各政党の連立政権から
の退出のデータは Mershon（1996）を参考にし
た。
内閣存続期間
　内閣存続期間は，選挙までの時間と同様に日数
計算である。データはウォーウィックの Survival 
Data Set を利用した。独立変数として本稿では
以下のものを挙げる：
政府業績
　本稿では政府業績として経済状況，特に失業率
の変動を取り上げる。この変数の値は，各連立政
権期における失業率の変動の平均値である。よっ
て，値が正の方向に大きくなればなるほど失業率
は上昇し，逆に負の方向に大きくなればなるほど
失業率が改善していることを意味する。データは
ウォーウィックが作成した Survival Data Set を
用いた。
選挙までの時間
　選挙までの時間とは，連立政権の解消が観察さ
れた時点で次の選挙までの残りの期間はどれくら
いかを示している。なお選挙実施後に次の政権が
組閣されるまで選挙前の政権が維持される場合が
あるが，そのときは選挙実施日からその内閣が終
わるまでの日数は負の方向にカウントされる。
データはウォーウィックの Survival Data Set の
値を用いた。
制御変数：政権参加政党数
　本稿で注視している政府業績と選挙までの時間
の相互作用効果が，他に重要だと考えられている
変数を投入してもなお統計的に有意であるかを確
認するために制御変数を投入する。そしてその変
数として本稿では政権参加政党数を採用する。政
党属性モデルが正しければ，政権参加政党数が多
ければ多いほど，少しの政治的・経済的環境の変
化に対しても脆弱になるので，より連立内閣内の
不和の確率が増し連立政権の解消が発生しやすく
なるはずである。このデータは Mershon（1996）
から数え上げた。
　表3では今回投入するモデルの記述統計と予測
される係数の傾きを示している。本稿の仮説に従
えば，失業率は単独では正の方向を予測するが，
次回選挙までに残された時間が長くなればなるほ
ど係数の値が低下するはずである。なぜなら，経
済状況が悪化したときに，次の選挙までの時間が
短いほど政府は自分たちの失政を隠すためにより
連立政権の解消を選択するはずだからである。ま
た次回選挙までの時間はそれ単独では係数の向き
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の予測はできない。政権参加政党数は既存研究に
従うと，その数が増えれば増えるほど少しの政治
的・経済的環境の変化に対しても脆弱になるの
で，より連立内閣内の不和の確率が増すはずであ
る。よって係数は1以上を指し示すはずである。表1
モデル
　本稿では政府実績が乏しい時期において，選挙
が近づくほど連立政権はより解消されるようにな
る，という仮説を実証したい。この仮説を検証す
るために本稿では生存時間分析という手法を用い
る。これはある観察された事象がどのような要因
によって存続するか，あるいはしないのかを分析
するための手法であり，政治学においても90年
代に入ってから多くの研究者がより説得性を強く
するために取り入れている。今回の分析では従属
変数である連立政権の解消に対してある確率過程
を念頭においているわけではないので，セミ・パ
ラメトリックモデルである，Cox比例ハザード・
モデルを用いる。よって，本稿において採用する
モデルは次のようになる：
モデル１： h（zi, t）＝ ho（t）・exp（β1・失業率の平
均変動＋β2・次回選挙までの時間＋
β3・政権参加政党数）
モデル２： h（zi, t）＝ ho（t）・exp（β1・失業率の平
均変動＋β2・次回選挙までの時間＋
β3・政権参加政党数＋β4・失業率の
平均変動＊ 次回選挙までの時間）
ここでho（t）は，各独立変数13 の組み合わせ（モ
デル1では，失業率の平均変動，次回選挙までの
時間，政権参加政党数，モデル2では，それらに
失業率の平均変動と次回選挙までの時間をかけ合
わせた交差項）の値がゼロになった場合に，連立
政権の解消がいかなる確率で発生するか，を表す
関数（ベースラインハザード）である。よって上
の二つの式は，各独立変数が投入された場合のハ
ザード関数 h（zi, t）を与えるような，係数βi を
推定するモデルとなっている。
結果
　表4が分析結果を示している。表における各変
数の解釈に入る前にもう一度各数字の表す意味に
ついて説明したい。各変数の値はハザード比を表
しており，この値が1以上であれば，その変数が
1単位増えるごとに連立政権の解消が発生する確
率が上昇することを示している。その逆にこの値
が1以下であれば，投入された変数が1単位増え
るごとに連立政権の解消が発生しにくくなること
を意味している。　表，図2　
　それではモデル1から結果を解釈していこう。
モデル1では連立参加政党数，在任期間中におけ
る失業率の平均変動，次回選挙までに残された時
間（日数計算）を投入している。このモデルで
は，次回選挙までの時間，連立参加政党数，在任
期間中における失業率の平均変動がすべて統計的
に有意ではない。
　次にモデル2では，モデル1に投入した変数に
在任期間中における失業率の平均変動と次回選挙
までに残された時間の交差項を追加している。こ
表1　各変数の記述統計
変数 観察数 平均 標準偏差 最小値 最大値 係数の傾き
内閣存続期間（日数） 46 261.826 200.445 8 816
失業率（在任期間中の 
平均変動）
33 0.054 0.756 -2.53 1.44 + 次回選挙までの時間が長
いほど係数の値が下がる
次回選挙までに残され
た時間（日数）
45 942.689 506.408 -50 1775
政権参与政党数 50 2.760 1.437 1 5 +
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のモデルにおいてもモデル1と同様に，次回選挙
までの時間，連立参加政党数，在任期間中におけ
る失業率の平均変動がすべて統計的に有意ではな
い。これらの結果では，一見したところ本稿の主
張である政府実績と選挙までに残された日数との
間の相互作用効果が認められないという結論に達
しそうである。しかし，表4における失業率の平
均変動と次回選挙までに残された時間の効果は，
表2　分析結果
従属変数：連立政権の解消
モデル1（交差項なし） モデル2（交差項あり）
統計モデル：Cox比例ハザード・モデル
失業率 1.001 4.311 
(0.663) (6.519)
次の選挙までの期間 1.001 1.001 
(0.001) (0.001)
失業率＊ 次の選挙までの期間 0.998 
(0.002)
連立政権参加政党数 1.265 1.226 
(0.442) (0.437)
観察個体数 32 32
χ^2 0.91 2.24
Time at risk 8870 8870
Number of Failures 15 8
（１）Stata11.で推定した
（２）括弧の中はz値を表している。　＊＊＊<0.01, ＊＊<0.05, ＊<0.10.
図2　次の選挙までの時間が失業率の限界効果にもたらす変動
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失業率の平均変動，あるいは次回選挙までに残さ
れた時間のどちらかがゼロであったときの効果を
示している。よって，次回選挙までに残された時
間が変化したときに，失業率の平均変動の効果が
どのように変化するかを確認しなければならな
い。それを表したのが図5である。
　図5は横軸が選挙までに残された日数を表して
おり，右に行くほど選挙までの日数がより長くな
る。それに対して，縦軸は失業率の平均変動が1
単位悪化したときにハザード比に与える効果を示
している。すなわち，上に向かうほど失業率の平
均変動が悪化するとより連立政権の解消が発生し
やすくなることを表している。図5をみると，失
業率の平均変動がハザード比に与える効果が右肩
下がりになっている。たとえば次回選挙までの日
数が，100日のときと記述統計上の最大値である
1775日に近い1700日のときを比べてみよう。100
日のときに失業率の平均変動がハザード比に与え
る効果は1.72である。この値が意味するのは，ハ
ザード比がちょうど1となる700日あたりと比べ
て1.34倍の比率で連立政権の解消が発生しやすい
ということである。それに対して，1700日のと
きに失業率の平均変動がハザード比に与える効果
は 0.39 である。これは，次回選挙までの日数が
700日あたりと比べて0.39倍の比率で連立政権の
解消が発生しやすいということである。すなわ
ち，連立政権の解消が起こりにくいということで
ある。これらの結果は本稿における仮説を裏づけ
る結果である。
議論
　本稿では，どのような条件下において連立政権
が解消されるのかという問いをイタリアを事例と
して用いて分析してきた。本分析にあたって筆者
が用意した論理は，政権は自分たちの失政を隠す
ことで再選を確保しようとしているというという
発想に基づいていた。具体的には，選挙が近くな
ればなるほど失業率が連立政権の解消に与える効
果が大きくなるという仮説を生存時間分析という
手法を用いて検証した。
　本稿で行った分析から次のことが明らかになっ
た。すなわち，次の選挙までの期間が長ければ長
いほど，失業率が悪い方向に変動するとより連立
政権の解消が発生しにくくなり，それとは反対に
次の選挙までの期間が短ければ短いほど，失業率
が悪い方向に変動するとより連立政権の解消が発
生しやすくなる。この結果から，在任期間中に経
済動向が悪化する中で次回選挙が差し迫ったとき
連立政権参加政党は自分たちの失政を隠すために
戦略的に連立政権の解消を行っているというメカ
ニズムを部分的に捉えることができた。
　本稿における含意は，連立政権参加政党が責任
の明確さを意識しながら政権の維持か，あるいは
連立政権の解消のどちらかを選択しているという
想定がある程度において裏づけられたという点で
ある。これはまさにサルトーリが危惧していたよ
うに，連立政権が選挙を経ずして解消されること
で有権者が誰に対して政治責任を負わせればよい
のかが曖昧になる，そのような状況がまさに現実
政治において起こっているということを示唆して
いる。こうした含意のみをもってイタリアにおい
て代議制民主主義が体現されていなかったと断ず
ることは早計であるが，イタリアで営まれていた
政治は「民主主義とはなんであるか」というかな
り大きな議論を包含していると言わざるをえない
であろう。
　最後に本稿の今後の課題をもって締めくくろ
う。課題は大きく二つのテーマに分けられる。一
番目のテーマは統計手法にかかわる。そのうちの
一つ目が，統計モデルの洗練化である。Cox比例
ハザード・モデルはある観察体1と2のハザード
比が一定であるという仮定をおいている。より具
体的には，いくつかの独立変数を投入したときの
観察体1のハザード（ある出来事が発生する確率）
と観察体2のハザードの比率であるハザード比が
一定であるという仮定をおいている。そのため
に，その仮定が満たされているか検定をしなけれ
ばならない。二つ目が，統計モデルにおけるより
洗練された制御変数の投入である。これらはより
正確に仮説を検証するために近い将来行わなけれ
ばならない。そして三つ目に，本分析で用いた事
例が互いに独立していない点を統計分析では考慮
できなかった点である。すなわち，ある連立政権
の誕生はその前の連立政権と独立して発生したわ
けではないという点である。
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　二番目のテーマはイタリアにおける政治的文派
にかかわる。そのうちの一つ目が大統領の役割で
ある。本稿では選挙の期日が非常に固定的である
という前提で論理を組み立てたが，もし大統領が
積極的に解散権を行使するような存在であれば，
本稿で正当化しているその前提は成り立たなくな
る。大統領に付与されている権限と彼がそれを実
質的にどの程度行使しているかについてはさらに
詳しく調べる必要がある。
　そして二つ目が，実際の立法過程についてであ
る。本稿では政策実現から得られる効用が次の選
挙までの時間が短くなればなるほど低下するとい
う前提をたてたが，これも実際の運用を見てみな
くてはならない。もし実際の通過法案がある政権
の前半期と後半期で同じであったならば，この前
提も成り立たなくなってしまうからである。
　　　　　　　　　　
［注］
  1  ただし例外として，Mershon（1996）， Curini（2010）。
  2  Strom 1985: 740.
  3  Tavits 2008.
  4  本稿では第一共和制として，戦後から贈収賄大疑獄
（tangentopoli）が発生する1993年までの期間をさす。
  5  Powell and Whitten（1993）では，責任の明確さを次
のように表現している。「有権者が現職の政権が政策立
案の管理をより集中的に握っていると感じるほど，政権
に経済的・政治的帰結の責任をよりとらせるようにな
る」。Powell and Whitten 1993: 398.
  6  Sartori 1976: 123（岡沢・川野 2000：241）．
  7  Sartori 1976: 123（岡沢・川野 2000：242）．
  8  たとえば，Pelizzo and Cooper 2002.
  9  Warwick 1992. また King et al. 1990 は政党属性モデ
ルと外的ショックモデルの両方を同時に検証できる統計
モデルを構築した。
10  Lupia and Strom 1995: 651-2.
11  Diermeier and Stevenson 2000: 629.
12  イタリア共和国憲法第72条によれば，すべての法案は
まず委員会の付託にかけられ，続いて下院によって採決
される。
13  生存時間分析では，独立変数を特に共変量と呼ぶが本
稿では独立変数と呼ぶことにする。
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